
 

 

 短時間労働者の働き方・働かせ方 
 
 

扶 養 の 壁     各制度の推移   

  ・税制   

    本 人 税申告（100 万円、103 万円） 

配偶者 配偶者控除・特別控除額の減（150 万円、201 万円） 

  

・被扶養者認定 

    本 人 被扶養者から被保険者（130 万円） 

 

・家族手当 

   配偶者 手当対象外（会社規定による・月 1 万円前後）  

 

労働時間の壁     各制度の推移、家族との関係・自分の体力  

  ・週 30時間 

   本 人 被扶養者から被保険者（適用事業所） 

 

  ・週 20時間 

本 人 被扶養者から被保険者（106 万円・特定適用事業所） 

雇用保険の被保険者 

 

企 業 の 壁 

  ・働きたい場所の提供 

   事業主 企業存続（最低賃金・社会保険料アップ、人材確保） 

  

 

もろもろの壁 

・育児・介護 

収入と各支援制度の利用 

 

     本 人 自分の働き方（時間帯・量・場所）を求めて  
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短時間労働者の状況 
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最低賃金制度 

 

１ 広島県の推移 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今年 10月 1日施行  

次表は、年間所定労働日 250 日（52 週×5 日/週－年末年始・盆休等休日）で、１日所定労働時

間が４時間（年間 1,000 時間）・５時間（1,250 時間）、時給が最低賃金、他に通勤手当や賞与等

一時金に残業手当もないときの時給改正前後の基本給の年間収入額です。 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 業務改善助成金 

業務改善助成金は、生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や人材育

成・教育訓練）を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額（各コースに定める金額）以上引き上

げた場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成するものです。 

パートの時給が最低賃金に近い事業所は、一考の余地ありです。 

自社に予定する設備投資等があれば、毎年 10 月に最低賃金の改正があり、事前に改正額は分る

ので、例えば自社内の最低賃金を９月から就業規則改正するなどで、賃上げ要件を満たします。事

業場ごとに申請でき、設備要件がクリアーできれば、早くから計画できます。 

 

 

 

年 度 時間額（円） 引上額（円） 引上率（％） 発効年月日 
平成 30年度 844円 26円 3.18  H30.10.1 
令和元年度 871円 27円 3.20  R1.10.1 
令和２年度 871円 0  0.00  R1.10.1 
令和３年度 899円 28円 3.21  R3.10.1 
令和４年度 930円 31円 3.45  R4.10.1 
令和５年度 970円 40円 4.30  R5.10.1 

令和６年度 1,020 円 50 円 5.15 R6.10.1 
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税 の 壁 

１ 所得金額 

所得は、その性質によって、「利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所

得、山林所得、譲渡所得、一時所得、雑所得」の 10 種類に分かれています。それぞれの所得につ

いて、収入や必要経費の範囲あるいは所得の計算方法などが定められています。 

給与所得の給与所得控除額（一部のみ記載） 

給与等の収入金額 (給与所得の源泉徴収票の支払金額) 給与所得控除額 

1,625,000 円まで 550,000 円 

 1,625,001 円から 1,800,000 円まで 収入金額×40％-100,000 円 

1,800,001 円から 3,600,000 円まで 収入金額×30％+80,000 円 

 

通勤費の 1 か月当たりの非課税限度額（一部のみ記載） 

自動車や自転車などの交通用具を使用している人に支給する通勤手当 課税されない金額 

通勤距離が片道 10キロメートル以上 15キロメートル未満である場合 7,100円 

通勤距離が片道 2キロメートル以上 10キロメートル未満である場合 4,200円 

通勤距離が片道 2キロメートル未満である場合 （全額課税） 

 

２ 課税所得金額 

課税所得金額は、全ての所得から所得控除額を差し引いて算出します。所得控除とは、「雑損控除、

医療費控除、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保険料控除、寄附金

控除、障害者控除、寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控

除、基礎控除（本人の合計所得金額 2,400 万円以下 48 万円控除）」です。 

 

３ 所得税額 

 所得税額は、「課税される所得金額」に「税率」を乗じて「控除額」をマイナスし算出します。 

所得税率（一部のみ記載） 

課税される所得金額 税率 控除額 

1,000 円 から 1,949,000 円まで 5％ 0 円 

1,950,000 円 から 3,299,000 円まで 10％ 97,500 円 

 

収入が給与所得のみなら、給与所得控除（55 万円）で、所得控除の基礎控除（48 万円）で給与

所得 103 万円以下は課税所得金額ゼロなので所得税は発生しません。 
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４ 配偶者控除、配偶者特別控除（所得控除） 

 納税者に所得税法上の控除対象配偶者がいる場合には、一定の金額の所得控除が受けられま

す。控除額は、控除を受ける納税者本人の合計所得金額および控除対象配偶者の合計所得金額に

より、次表のとおりです（老人控除対象配偶者の配偶者控除を除く）。 

控除対象配偶者とは、その年の 12 月 31 日の現況で、年間の合計所得金額が 48 万円以下（給

与所得のみなら年収 103 万円以下）の場合は配偶者控除、48 万円超 133 万円以下（給与所得のみな

ら年収 103 万円以上 201 万円）の場合は、特別控除が受けられます。特に、48 万円超 95 万円以下

（給与所得のみなら年収 103 万円超 150 万円）は、配偶者控除と同じ額となっています。 
 

配偶者控除と配偶者特別控除 
 

 
配偶者の合計所得金額  

控除を受ける納税者本人の合計所得金額 

900 万円以下 
900 万円超 

950 万円以下 
950 万円超 

1,000 万円以下 

配偶者控除 48 万円以下 38 万円  26 万円 13 万円 

  
 

 
 

配
偶
者
特
別
控
除 

 
 

 
   

48 万円超 95 万円以下 38 万円 26 万円 13 万円 

95 万円超 100 万円以下 36 万円 24 万円 12 万円 

100 万円超 105 万円以下 31 万円 21 万円 11 万円 

105 万円超 110 万円以下 26 万円 18 万円 9 万円 

110 万円超 115 万円以下 21 万円 14 万円 7 万円 

115 万円超 120 万円以下 16 万円 11 万円 6 万円 

120 万円超 125 万円以下 11 万円 8 万円 4 万円 

125 万円超 130 万円以下 6 万円 4 万円 2 万円 

130 万円超 133 万円以下 3 万円 2 万円 1 万円 

 

 納税者本人は、控除額減による所得税額の増は、増加所得額×税率（所得金額により、５、10、

20、23％）。他に住民税の増額がある。 
 

５ 住民税（大竹市） 

均等割・所得割が課税 控除対象配偶者や扶養親族を有しない場合は、前年の合計所得金額が

45 万円以上（給与所得だけの場合、年収 100 万円以上）。所得割額は、市民税・６％と県民

税・４％の合計で１０％。税率は、平成 19 年度から累進課税からフラットに改定されました。 

均等割額（県民税 3,000 円・市民税 1,500 円・森林環境税 1,000 円）が課税されるのは、控除

対象配偶者や扶養親族を有しない場合は、前年の合計所得金額の 41.5 万円以上（給与所得だけ

の場合、年収 96.5 万円以上）から。 
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年金・医療保険制度について 
（資料） ●年金制度の仕組み         ●保険料負担と年金給付（国民年金・厚生年金） 

●令和６年度国民健康保険料について（大竹市） 

●我が国の医療制度の概要      ●各保険者の比較 

●事業主・被保険者の社会保険料負担率・標準報酬別保険料額表 

 

厚生年金保険・健康保険の適用事業所と被保険者 

1 適用事業所 

厚生年金保険・健康保険は、事業所単位で適用されます。 

（1）強制適用事業所 厚生年金保険・健康保険の適用事業所となるのは、株式会社などの法

人の事業所（事業主のみの場合を含む）。また、従業員が常時 5 人以上いる個人の事業所に

ついても、農林漁業、サービス業などの場合を除いて厚生年金保険・健康保険の適用事業所

となる。 

（2）任意適用事業所 上記（1）の適用事業所以外の事業所であっても、従業員の半数以上が

厚生年金保険の適用事業所となることに同意し、事業主が申請して厚生労働大臣の認可を受

けることにより適用事業所となることができる。 

 

 

2 被保険者 

（1）被保険者 厚生年金保険・健康保険に加入している会社、工場、商店、船舶などの適用

事業所に常用的に使用される 70 歳未満の人は、国籍や性別、年金の受給の有無にかかわら

ず、厚生年金保険・健康保険の被保険者となる。 

（2）パートタイマー・アルバイト等 パートタイマー・アルバイト等でも事業所と常用的使

用関係にある場合は、被保険者となる。1 週間の所定労働時間及び 1 カ月の所定労働日数

が同じ事業所で同様の業務に従事している通常の労働者の 4 分の 3 以上である人も対象。 

「特定適用事業所」「任意特定適用事業所」または「国・地方公共団体に属する事業所」に

勤務する、通常の労働者の 1 週間の所定労働時間または、1 月の所定労働日数が 4 分の 3 未

満である人で、以下の 1 から 3 のすべてに該当する人が対象。 

１ 週の所定労働時間が 20 時間以上あること 

 ２ 賃金の月額が 8.8 万円以上であること 

 ３ 学生でないこと       
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社会保険の被扶養者 

１ 第３号被保険者の概要 

第 2 号被保険者（厚生年金保険や共済組合等に加入している会社員や公務員）に扶養されて

いる配偶者で、保険料は、第 2 号被保険者全体で負担するので、個別に納める必要はない。 

 
 
２ 被扶養者の要件 

健康保険の被扶養者については、①～③の要件が満たされることが求められる。 

 ① 被保険者との身分関係（被保険者の３親等内の親族であること） 

 ② 被保険者による生計維持関係（認定対象者の年間収入が 130 万円（60 歳以上・障害者 180

万円）未満で、かつ被保険者の半分未満であること） 

 ③ 国内居住要件  

（※）国民年金第３号被保険者の要件は、②③に加え、20 歳以上 60 歳未満の配偶者であること 

 
３ 認定確認 

加入時に「被扶養者届（兼）国民年金第３号被保険者関係届」を提出後、保険者により年に一度、今後１

年間の収入を見込むなど被扶養者資格の再確認がある。 
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年間収入は、認定時点での恒常的な収入の状況により算定され、恒常的な収入には、恩給、

年金給与所得、傷病手当金、失業給付金、資産所得等の収入で継続している入るものがすべて

含まれる。税法上の取扱いとは異なり、課税・非課税は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ １３０万円の壁への対策 

◆事業主の証明による被扶養者認定の円滑化 被扶養者認定基準（年収 130 万円）について、過

去の課税証明書、給与明細書、雇用契約書等を確認しているところ、 短時間労働者である被扶

養者（第３号被保険者等）について、一時的に年収が 130 万円以上となる場合には、これらに加

えて、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的な収入変動である旨の事業主の証明を添付

することで、迅速な被扶養者認定を可能とする。（あくまでも「一時的な事情」として認定を行

うことから、同一の者について原則として連続２回までを上限とする。） 

事業主証明は、健康保険組合等による被扶養者の収入確認に当たって通常提出が求められる書

類と一緒に、被保険者（被扶養者の方を扶養している方）が勤務の企業を通じて提出する。 

資料：（様式）被扶養者の収入確認にあたっての「一時的な収入変動」に係る事業主の証明書 

 

 
企業の家族手当支給 

 

 企業の家族手当の導入状況、平均支給額は次表のとおりです。人事院民間給与調査（令和 5 年）

では、支給時の配偶者収入制限は 103 万円、130 万円で 3/4、150 万円、制限なしもある。 
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週 30時間の壁 

 

１ 被保険者の資格要件 

（１）会社員 

平成 28 年 10 月 1 日から、健康保険・厚生年金保険の被保険者資格の取得基準が「1 週の所

定労働時間および 1 月の所定労働日数が常時雇用者の 4 分の 3 以上」と明確になりました。 

（２）法人役員 

法人の代表者又は業務執行者であつても、法人から労務の対償として報酬を受けている者

は、法人に使用される者として被保険者の資格を取得させるよう致されたい（S24.7.28 保発第 74 号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 具体例 

令和６年 10 月から広島県の最低賃金が時給 970 円から 1,020 円に改正される見込みです。 

 例えば、現在、パートとして「年間 1,250 時間（５時間・週 5 日・50 週）で時給・最低賃

金、通勤手当・月 3,000 円、賞与なし」の労働契約だと、年収は賃金改正前 1,248,500 円、改

正後は 1,311,000 円になり、時間外なしで、130 万円を超えるので、パートが働く時間を減ら

すか ①国民年金・国民健康保険に加入するか、②働く時間を増やして厚生年金保険・健康

保険に加入することになります。 
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週 20時間・106万円の壁 

 
１ 短時間被保険者の推移 

 (2016 年 10 月～) 従業員 500 人超の企業等で、月額賃金 8.8 万円以上等の要件を満だす短

時間労働者に適用拡大。月額賃金が 8.8 万円以上については、雇用契約を結んだ時点にお

いて、週給、日給、時間給を月額に換算し、残業代等を除いた所定内賃金の月額が 8.8 万

円以上であるかどうかにより、該当するかを判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2017 年 4 月～) 従業員 500 人以下の企業等で、労使の合意に基づき、企業単位で短時間

労働者への適用拡大を可能とする (国・地方公共団体は、規模にかかわらず適用)。 

令和 2 年の改正では、従業員 50 人超の企業等まで適用範囲を拡大。 

(2022 年 10 月～) 100 人超  (2024 年 10 月～)  50 人超 

   ※従業員数は、適用拡大前の基準で適用対象となる労働者の数で算定 
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２ メリット・デメリット 

 老齢年金・障害年金の充実（上乗せ等）、健康保険の充実（傷病手当金・出産手当金） 

年金額・保険料シミュレーション （会社）社会保険料かんたんシミュレーター 

 

３ 被保険者区分変更届 

雇用契約の変更等により、「一般の被保険者」が「短時間労働者」となる場合、または「短

時間労働者」が「一般の被保険者」となる場合、「被保険者区分変更届」の提出が必要です。 

 

 

４ 支援策 

・キャリアアップ助成金  

・賃上げ促進税制 令和 6 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度対象 
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本日のセミナーの質問コーナー 

 

次の私の HP アドレスのコメント欄で質問してください。 

年収の壁 徹底理解と対策セミナー 

http://7rivers.la.coocan.jp/oyajin/blog/2024/09/post-136.html 

 

 

質問内容は、一度、私が見て、公開する仕組

みになっています。 

名前、電子メールは公開しません。具体内容

も具体的な記載部分はぼかして公開、回答し

ます。質問は、一か月受け付けます。 

 

 

 

 

 

こちらの記事も参考にしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://7rivers.la.coocan.jp/oyajin/blog/2024/09/post-136.html

